
監査報告書

平成  30年  12月  13日
特定非営利活動法人下肢静脈瘤研究所

理事長 岩井 武尚 殿

特定非営利活動法人下

監事  井上 芳徳

私たち監事は、平成 30年 8月 24日 から平成 30年 10月 31日 までの平成

30年度の理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果につ

いて、次のとお り報告いたします。

1 監査の方法の概要

(1)会計監査について、帳簿ならびに関係書類の閲覧等必要 と思われる監査

手続きを用いて計算書類の正確性を検討 した。

(2)業務監査について、月次の報告書を確認 し、又理事から業務の報告を聴

取 し、関係書類の閲覧等必要 と思われる監査手続きを用いて、業務執行

の妥当性を検討 した。

2 監査意見

(1)活動 (収支)計算書、貸借対照表、財産 目録は、会計帳簿の記載金額

と一致 し、法人の収支状況及び財産状況を正 しく示 しているものと認め

る。

(2)事業報告の内容は真実であると認める

(3)理事の職務執行に関する不正行為又は法令 もしくは定款に違反する重

大な事実はないと認める。

以上



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成30年度 貸借対照表

平成30年 10月 31日 現在

特定非営利活動法人 下肢静脈瘤研究所

(単位 :円 )

科
日
【

金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

つ
“ 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

役員借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

327,200

327,200

327

0

327,200

327,200

327,200

ノrレァィ忽①



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成30年度 財産目録

平成 30年 10月  31日 現在

特定非営利活動法人 下肢静脈瘤研究所

(単位 :円 )

科
口
日 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

役員借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

327,200

327,200

327,200

327,200

・4■)、

ガrレマ惚 (二)



書式第 13号 (法第 28条関係)

平成30年度  活動計算書

設立日から 平成 30年  10月  31日 まで

特定非営利活動法人 下肢静脈瘤研究所

円 )

金 額［日科

500,000

000

17 800

327,200

327,200
0

327,200

1 事業費
(1)人件費

給料手当

退職給付費用

福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費

通信運搬費
地代家賃
旅費交通費

減価償却費
支払手数料
その他経費計

管理費計

経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

1 受取会費
正会員受取会費

賛助会員受取会費

2 受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

3 受取助成金等

受取補助金

4 事業収益

事業収益

事業収益

5 その他収益

受取利息

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常収益計
Ⅱ 経常費用

グアレ7後 ①



書式第 16号 (法第 28条関係 )

平成30年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 下肢静脈瘤研究所

重要な会計方針

(1) 計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準によっています。

(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております

2. 役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

科 目
計算書類に計
上された金額

内役員及び近
親者との取引

(活動計算書)

受取寄付

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

500,000 500,000

500,000 500,000

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事
項

事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

ジ形ヤンプ名①


